日本国際経済学会関東部会　新春特別シンポジウム（2010年1月9日）
金融危機後の世界経済秩序と日本　　　　　　
杏林大学総合政策学部教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馬田　啓一
未曾有の世界金融危機の影響で、世界経済の秩序が大きく変わろうとしている。金融危機の克服と再発防止に向けた取り組みが進む一方、今回の危機をきっかけに、グローバルな課題を解決するための新たな国際協調の枠組みが模索され始めた。新興国を欠いた議論がもはや現実味を失ったからだ。中国の取り込みを図る米国。日本は新興国の台頭で埋没しかねない。以下、金融危機後の世界経済秩序がどのような構図になるのかを展望し、日本の対応について考える。　
1．金融危機への対応とG20の登場 

■G20金融サミットの開催：08年11月ワシントン、09年4月ロンドン、9月ピッツバーグ。金融サミットが取り組んだ課題は何か？　短期の危機克服と中長期の再発防止。

■世界経済の現状をどうみるか？　08年秋のリーマン・ショックによる危機モードから脱出しつつあるが、各国政府や中央銀行の景気刺激策が下支えしている部分が大きく、民間主導の自立回復はまだ先。雇用問題など景気の先行きには不安要素が存在。政策を平時モードに戻す「出口戦略」のタイミングは慎重に。
■グローバル・インバランス（世界経済の不均衡）論をどう位置づけるか？
「対米依存の世界経済構造」を伏線とし、「規制の失敗」を直接の引き金とする金融危機の背景には、グローバル・インバランス（米国の経常赤字拡大、中国や日本などの経常黒字拡大）が存在。米国の貯蓄不足を日中がファイナンスする形で、米国に膨大な資金流入。これに米金融緩和とバブルが重なり、サブプライムローン問題が発生。中国の対米批判「中国は縄を与えたが、その縄で首をつったのは米国自身だ」　
■金融サミットの意義と成果は何か？　グローバル・インバランスを是正するための枠組みを合意（総論賛成、各論反対）。赤字国の米国は過剰消費の抑制と貯蓄率の向上、日中など黒字国は輸出依存から内需主導への転換により、均衡のとれた世界経済の成長を図る。「アジアで生産し米国で消費する」といった対米依存の世界経済モデルに終止符を打つ歴史的転換点となるのか？　目標達成のため各国政策の相互監視（サーベイランス）を実施。しかし、数値目標の導入をめぐって意見対立もあり、不均衡是正のハードルは高く、実効性は疑問。
2．新興国と新経済秩序の力学
■G20 サミットの定例化は吉か凶か？　G8 サミットに代わって、G20 が世界的な経済問題を議論する「最上位の会合」として2010年から定例化（10年6月加、11月韓、11年仏）。しかし、枠組み拡大は「両刃の剣」。新興国を加えた枠組みで、地球温暖化防止（COP15 ）や貿易自由化（ドーハ・ラウンド）などの問題をめぐる交渉は難航。BRICsは反「米主導」で結束。今後G20 をどう効果的に運営していくかは試行錯誤。　
■揺らぐG7（7カ国財務相・中銀総裁会議 ）の存在意義。世界経済の不均衡問題や為替相場、マクロ経済政策は中国など新興国を含めた議論が不可欠、新興国抜きの政策合意には限界。財務相・中銀総裁会議もG20の枠組みに拡大する結果、G7 については非公式の会議にする案が浮上。米国は日米EUに中国を加えたG4構想も検討。入り乱れる各国の思惑。
■なぜ米国は新興国の取り込みに腐心するのか？ 新興国のIMF発言権拡大・出資比率見直しにも米国は容認。米国が描く世界経済の回復シナリオには、新興国による大規模な内需拡大が不可欠。デカップリング（非連動）論の復活。

3．米中G2体制の幕開け？
　 　　 　■米中関係の新たな構図とは？　中国は米国債の最大保有国。中国が米国債を買わなければ、財政資金を確保できない。「米国債が人質」、弱みを抱えた米政府は中国に低姿勢。米国の中国為替操作批判もトーンダウン。ガイトナー米財務長官の訪中で米国債購入を要請。一方、中国も当面、米国債購入を続けざるを得ない事情（中国のジレンマ）とは？　米国債の売却、引き受け拒否はドル下落の要因。ドル急落すれば中国保有のドル資産が目減り。米中の腐れ縁。
■米中G2体制は「同床異夢」。戦略・経済対話（09年7月）では、地球規模の問題に米中が連携して取り組むG2の枠組みの始動を印象づけたが、対立点も多く、G2が本当に機能するかは未知数。中国を取り込もうとする米国に対し、大国と途上国の立場を使い分ける中国のしたたかさ。
■米中貿易摩擦は激化の様相。バイ・アメリカン条項の成立、中国製タイヤに対するセーフガード（緊急輸入制限）発動、中国製シームレス鋼管のダンピング調査開始など、保護主義色を強める内向きのオバマ政権。G2論のもろさを露呈。
4．東アジア共同体構想とAPECへの対応
　　　 　■米中の狭間で日本は埋もれてしまう運命か？ 「対米依存の世界経済モデルからの転換」という新たな潮流の中で、日本は東アジアおよびアジア太平洋地域への戦略的シフトを目指すべき。東アジア共同体構想とAPECの新たな課題への対応が重要。
■鳩山政権が東アジア共同体の構築に向けて主導的役割を果たすと表明。しかし、共有された具体的な青写真はない。FTAと共同体を区別、当面は経済連携に限定。先行き不透明な主導権争い。実績づくりのFTA締結競争ではASEANが先行、「ASEAN+1」FTAネットワークの完成。ASEAN＋3かASEAN+6（印・豪・NZ含む）か、FTAかEPA（経済連携協定、貿易自由化＋α）か、枠組みをめぐる日中対立の恐れ。踏み絵を嫌うASEAN、15年までにASEAN経済共同体の実現を優先。「運転席にすわる」のは誰？　
■対米関係への配慮が不可欠。日本の東アジア共同体への参加は「脱米入亜」か？強まる米国の警戒感。日本外交の基軸は日米同盟。日本がいま打つべき手は？日米FTAとAPECによる日米連携の強化（地域連携の重層化）を模索すべき。　
■米国抜きの東アジア共同体を牽制する狙いから、米国はアジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）構想を提唱。米国は「アジア太平洋国家」としてアジアへの関与に意欲的。11年は米国でAPEC会議開催。米経済の回復も軌道に乗り、オバマ政権の新APEC戦略も本格始動？環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）の動きに要注意。米国の参加表明で他国も追随。米国はFTAAPとTPP の二正面作戦を展開。下手すると日本が置き去り？

■10年のAPEC議長国は日本。指導力と調整能力を発揮できるか？①ボゴール目標（先進国10年、途上国20年までに域内自由化）の達成度について中期総括。②次なる目標の設定は？FTAAPの実現に向けて具体的な道筋を提示。米国との綿密な調整が必要。
以上
（注）詳しくは、『世界経済評論』白馬会議特集（2010年1・2月号）を参照。
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